
アイグスタウン富士宮「桜並木」地区建築協定 

 （目的） 

第１条 この協定は、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第４ 

 章の規定及び富士宮市建築協定条例（昭和４７年富士宮市条例第１７号）の規定に基づ 

 き、第４条に定める建築協定区域（以下「協定区域」という。）内における建築物（以下 

 「建築物」という。）の敷地、位置、用途、形態及び意匠に関する基準を定め、住宅地と

しての環境を高度に維持することを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この協定における用語の意義は、法及び建築基準法施行令（昭和２５年政令第 

 ３３８号）に定めるところによる。 

 （名称） 

第３条 この協定は、アイグスタウン富士宮「桜並木」地区建築協定（以下「協定」とい

う。）と称する。 

 （協定区域） 

第４条 この協定の目的となる協定区域は、静岡県富士宮市万野原新田字宮五本松４１２８

番２２他３６筆の土地で、別紙 1 アイグスタウン富士宮「桜並木」地区建築協定区域図

に示すとおりとする。 

 （協定の効力の発生） 

第５条 この協定は、富士宮市長の認可の日から起算して３年以内において、この協定区 

 域内の土地に２以上の土地の所有者及び建築物の所有を目的とする地上権又は賃借権 

 （臨時設備その他一時使用のため設定されたことが明らかなものを除く。以下「借地権」 

 という。）を有する者（以下「土地の所有者等」という。）が存することとなったときか 

 ら効力を発する。 

 （土地の共有者等の取扱い） 

第６条 土地の共有者又は共同借地権者は、合わせて一の所有者又は借地権者とみなす。 

 （建築物の借主の地位） 

第７条 次条に定める基準が建築物の借主の権限に係る場合においては、当該建築物の借

主は、土地の所有者等とみなす。 

 （建築物に関する基準） 

第８条 この協定区域内の建築物の敷地、位置、用途、形態及び意匠は、別表に定める基



準に適合しなければならない。 

２ 前項の規定は、委員会（第１１条第１項に規定する委員会をいう。）の決定に基づき委

員長（同条第３項第１号に規定する委員長をいう。）が協定区域内の環境を害するおそ

れがないと認め、又は公益上やむを得ないと認めた場合は、適用しない。 

 （有効期間） 

第９条 この協定は、富士宮市長の認可の公告があった日から１０年を経過した日をもっ 

 て満了とする。ただし、この協定の有効期間内になされた行為に対する第１５条の規定

の適用については、期間満了後も、なお従前の例による。 

２ この協定の有効期間が満了する６か月前までに、第１７条の協定の廃止手続がない場

合には、更に１０年間更新されるものとし、その後も同様とする。 

 （新たな土地の所有者等に対する協定の効力） 

第１０条 この協定は、前条の有効期間内において、この協定区域内の土地の所有者等と

なった者に対しても、その効力を有する。 

 （委員会） 

第１１条 この協定を運営するためにアイグスタウン富士宮「桜並木」地区建築協定運営

委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

２ 委員会は、土地の所有者等の互選により選出された委員６人をもって組織する。 

３ 委員会に次の役員を置く。 

（１） 委員長 １人 

（２） 副委員長 １人 

（３） 会計 １人 

４ 委員会は、委員長を含み３人以上の委員の出席がなければ開くことができない。 

５ 委員は、協定区域内の土地の所有者等とし、別紙２街区コミュニティ区画図の各区画

から各１人の互選とする。 

６ 委員会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは委員長の決 

 するところによる。 

７ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

８ 委員の任期が満了した場合において、後任の委員が任命されるまでの間は、前項の規 

 定にかかわらず、その委員の任期は継続しているものとみなす。 

９ 委員は、再任されることができる。 



10 委員は、非常勤とする。 

11 委員は、自己又は三親等以内の親族の利害関係に関する第８条又は第１５条に関する

議事に加わることができない。 

12 委員長は委員が互選し、副委員長及び会計は委員長が任命する。 

13 委員長は、委員会を代表し、協定の運営に関する事務を統括する。 

14 委員長は、土地の所有者等の３分の１以上の者から書面による委員会の開催の請求が 

 あった場合には、委員会を招集しなければならない。 

15 副委員長は、委員長を補佐し、委員長の事故あるときにこれを代理する。 

16 会計は、委員会の経理に関する事務を処理する。 

 （土地の所有者等の届け出） 

第１２条 土地の所有者等は、所有権等の土地の利用に関する権利を移転し、又は設定し

ようとするときは、あらかじめ、当該移転し、又は設定する相手方にこの協定における

義務の承継を告知するとともに、連名でその旨を委員長に届けなければならない。 

 （行為の承認） 

第１３条 この協定区域内において、建築物の建築又は工作物の設置等の行為を行おうと

する者は、当該工事に着手する前に、委員会の承認を得なければならない。 

２ 前項の承認は、法第６条第１項に規定する確認の申請書の提出を要するものについて 

 は、それを提出するまでに得るものとする。 

 （経費負担） 

第１４条 この協定の運営に必要な経費は、土地の所有者等の全員が負担する。 

 （違反した者に対する措置） 

第１５条 この協定に違反した者があった場合には、委員会は当該違反者に対し、文書を 

 もって、工事の施工の停止を請求し、又は相当の猶予期間を設けて、当該行為を是正す 

 るために必要な措置をとることを請求することができる。 

２ 前項の規定による請求があった場合は、当該違反者は、これに従わなければならない。

この場合において、当該違反者がその請求に従わないときは、委員長は、これを履行さ

せるために裁判所へ提訴することができる。 

３ 前項の提訴手続等に要する弁護士報酬その他一切の費用は、当該違反者の負担とする。 

 （協定の変更） 

第１６条 この協定に係る協定区域、建築物の基準、有効期間又は違反者に対する措置を 



 変更しようとする場合には、土地の所有者等の全員の合意を必要とする。ただし、当該 

 協定区域内に借地権の目的となっている土地がある場合は、当該借地権の目的となって 

 いる土地の所有者以外の土地の所有者等の全員の合意があれば足りる。 

 （協定の廃止） 

第１７条 この協定を廃止しようとする場合は、土地の所有者等の過半数の合意を必要と 

 する。 

 (変更及び廃止の認可) 

第１８条 この協定を変更し、又は廃止しようとする場合は、富士宮市長に申請し、その 

認可を受けなければならない。 

 （補則） 

第１９条 この協定に定めるもののほか、委員会の運営、組織、議事及び委員に関して必 

 要な事項は、委員会が別に定める。 

  

附 則 

（経過措置） 

第１１条に定める委員会が設置されるまでの間は、アイグステック株式会社又はこれに

より選任されたものが委員会の権限を有する。 

 










